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日米 科 学 協 力 に つ い て
物性若手グJI,-プ事務局 (京大･理･物甥)
｢科学協力に関する日米委員会｣の計画している ｢固体物理における日米科
学協力｣に関しては ,すでに ,本誌 4月号で名大物性若手グ′レー プが見解を論
じているOその後 ,他の多くの支部 より反対意見が出され ,物性若手グループ
では ,4月の仙台の学会の折に絵会を開き(I)の様な声明を採択し ,上記の計画
に対する問題点を全国に訴えた｡一方 ,｢物性研だより｣4月号に ,計画の責
任者である永宮健夫氏による ｢計画の紹介｣がなされ ,また 4月の学会の時給





めとなったが ,今度は固体物理全柾として日米協力をこして行 こ うとい う提案が
なされた｡ 5月28日の物性小委員会では ,正式に ｢日米科学協力｣が議題 と
なり討議されたが後に述べる如く,結論は未だ出ていないo
叉 ,全国の研究者の中に ,かなり疑問ないし反対の声が上っているという現状
において ,今年度の第 7回日米科学合同委員会で ,何 らかの具体的な方針が決
定されるかも知れない ,という時期を迎えている｡このような事態に対 し ,戟
我物性若手グループとして ,引続き対処して行かねばならないと考え ,ことに









｢科学協力に関する日米委員会｣は 19_61年 の発足以来 ,様々な問題 をは
らみ ,多 くの疑問を投げかけながらも ,現在 ますます 強化 されてきています｡
同委員会があらたに固捧物理学の分野壱 日米協力事琴を拡げる事牡 ,更に多 く
の科学研究者を問題の渦中にひき入れる事にな りますo ここに私達は同委員会
の下で行われる日米科学協力に対 して以 下の理由をも って反対の意を表 明しま
す｡
日米科学委員会は科学者の自主的 ･犀主的 ･発議に よ→て組織 されたもので
はなく ,1【961年 の池田-ケネデ ィ会談の共同声明に基いて ,日米安食保障
体制を科学 の面か ら支える とい う政治的要請にこたえる形でつく′られたも､ので
す.同委員会が日太学術会議の意向を十分尊重する事な く作 られ ,政府関係者
とー一部学識経験者によって運営されている事は ,日本の科学者の自主的 ･民主
的代表機関である日太学術会議 とその下部機関の権限を実質的に無力化 し ,政
府の科学研究に対する介入 と支配を強化する結果を招きますo
この様に全 国の科学者の総意を問 うことな く ,重要なテーマが決定され ,従
来の貧困な科学行政にも拘 らず ,同委員会の協力事業に多額の資金が特別に援
助される事は ,日本の科学者の自主性 ･民主性を弱め ,日太の正常な科学の発
展を保障す る研究終制の確立を阻害するものでありますo また -そのテ∵マの
内容においても軍事利用の危 険睦の高いものがある事は十分警戒しなけれ ばな
りません｡
私達は科学 の国際協力は ,日永 の科学の発展に とって非常に重要であると考
えます｡しか し ,その協力がもし特定の相手国にのみ偏るならば ,それはむ し
ろ有害でありましょう｡ 同委員会の協力事業が資金的に優遇 され ,制度的に強
化 される事は ,この点で非常に危険な傾向といえます｡科学の国際協 力は学術
会議の ｢国際協力に関す る 5原則｣に則 !),科学者の自主性 ･民主性に基 いて
全世界的に行われるべきであ ります:｡ J/三
日太の科学の正 しい発展を嘩 う我々物性研究者は ~,現在の貧困な研究条 件を










我々は ,我国の科学の国瞭交流のあり方とい う点から ,日米科学委員会の計
画に反対せざるを得ない｡我々は学術会議の ｢国際協力に園する見解 (5原則jJ
(第 34回線会)の精神に全 く賛成であり,すべての国瞭交流はこの精神に則
って行 うべきである ,と考えるO ｢5原則｣では ,まず ｢科学の国際協力は単










時そ･の共同声明の中で ｢平和 目的｣を唱っているが ｢平和への貢献｣とは '5








新安保体制確立をかけて行われた '61年の池田- ケネデ ィ会談であ ったこと
を思い起せば十分であろ うO その時の声明によれは ,｢日米安保条約｣ の目的
達成の為 ,両国間のより幅広い ,より緊密な協力が必要である.ことが確認され
｢経済 ･貿易｣ .｢教育 ･文化｣ ,｢科学｣ の三分野における ｢協力｣を促進
する為の三零邑会が設けられたのであるo このような動きが ,当時のアメ リカ
07ケネデ ィ政塵 の ｢新しい｣対アi7ア政策に沿 ったものであることは ,いわゆ
る , ｢コソロン報告｣ (中央公論 35年 1月号) やライシャワー大使の著書な
どに目を通せば明卓であるo即ち ,｢従来の米国のアL>ア政策は軍事を正面に
出し過ぎた為 ,十分効果を上げ得ず ,反感を買 っているo 安定 した同盟関係を
綻持する為には ,政府との交渉だけでは不十分であ り ,野党 ,知識人 .文化人
をはじめより広い層との知的 ,政治的 ,文化的な接触と交渉が重要である｣と
の考えを科学の分野で具体化 したのが ｢科学協力に関する日米委員会｣で あるO
更に ,日米科学委員会のこれまでの寧業に 目を通すと ,最近問題にな った米
陸軍からの援助のテーマと共通した ,アi7ア太平洋地域の戦略に とIDて軍事利
用度の非常に高いものがかなりあり ,日東の科学研究を直接利用しようとす る
､意図が うかがわれる｡ アメ リカ側委 員の中には .軍研究機関の肩書きをもつ人
が含まれていることも事実である｡ 例えば次の人々は正式の肩書 き以外にも次
のような粛書きをも1ているo
例 H･C･Ⅹe工Iey 痛 董裏尭欝雷管等誓霊鷺曇 )






粋に学問的興味に基づ くものである｣との見方もあるが ,以 上の事実を考えあ








すべきであり ,現在ベ トナムで残虐な侵略行為を拡大 し ,日東にも基地 を置き
日太 と世界の平和を脅かしているアメ リカ政府と.,それに協力している日太政
府 とい う,両国政府の ｢政府間 レベル｣ での日米科学協力事葉には協力すべき
ではないであろ うo 国際協力を通じて ,科学者が積極的に平和に貢献する為に
描 ,両国の平和を願 う科学者の自主的な活動として行 うべきであるo
このように科学の国際協力は科学者の総意と自主性に基づいて行われるべき
であって ,日米科学協力のように広い分野にわたる組合的国際協力は当然 ,学
術会議のイニシアチブで行われるべきであろ う｡ にも拘 らず ,日米科学委員会
は ,政府間協定により ,政府のイニi/アチプで ,学術会議の存在を全く鯖祝 し
て作られたことは明白な事実であるO 学術会議では ,日米科学委員会の第-回
会議 ('61年 12月)の直前 , 10月の第 34回 線 会になって初めて会長 より
｢日米委員会に対する協力｣とい う形で提案がなされている｡ 総会では ,事前
に何 らの諮問もなく準備を進めてきた政府と計画推進者のこq)ような捨置に対
･して多 くの疑問 ･遺憾の意が表明され , ｢協力する｣との結論に至 っていないo
同じ総会で 上記の ｢国際協力に関する見解｣を採択し ,後に会長が ｢会長｣の
資格で委員会に参加することを認めたのは ,決 して積極的に協力する為ではな
く ,このようにして作られた日米科学委員会自身が 日泰の研究体割に重大な影
響を及ぼす ことか らして , ｢監視｣ してし､くことを含んだ ,必要な措置であ･5





委員によってテーマが決定され ,それに参加する個人叉はグJL,-プに対 し ,一
講座の年間較費に相当する額の予算 (大陸-チ-マ当 り年間 3-400万円以上)
が簡単に出されているO 現在の貴国な研究条件を考える時 , ｢日米科学委員会｣







ない とも限らない. このような事態は ,我国の特色ある創造的研究再発巌をま
す ます歯#にするであろ う.学術会議 dl元会長 (現在 ,会長は参加 していない)
現会員が委員に入 っているので学術会議の意向は十分反映 されてお りこのよう
な心配はないとの意見 もあるが ,これ らの委員は ,決 して正式な代表 としてで
はなく ,全く個人的に政府の委嘱で委員にな っているのであり ,委 員会におけ
る発言や行動も ,委邑個人の判断 ,或いはせいぜい少数の親 しい間柄の人 々の
意見に基づくものであることは .今度の計画が ,物小委で明らかにされるまで
に ,どれだけ進められていたかを見れば明らかであるo この様 な運営が何を導
くか ,最 も危険なのは ,科学者の総意と自主性を無視 して .政府の意志によ っ
て ,運営が左右されるようになる ,とい うことである｡
このような日米科学委員会の性格を見てみると ,それはこの数年来の政府の
科学技術政策に全 く一致 しているといえるo即ち ,最近の科学技術政策の重点
は ｢科学技術会議｣ (議長を絶理大臣がつとめ ,大蔵 ,文部大臣 ,経済企画庁
長官 ,科学技術庁長官 ,日養学徹会議議長及び総理大臣の任命する学識経験者
5名によ-て構成されているo)の設置 ,｢科学技術 10ケ年計画｣ などに端
的に現れているように ,日産の科学技術将来計画を ,政府 の意のままに推 し進
めていくことであり ,その実現の為に学術会議など科学者の自主的な組織 ･機
関 の権限を実質的に無力化 し ,予算面でも正規の予算を極力押え ,政符の意向
を反映 し易い新 しい別 ワクの予算を拡充 しているのである｡このような政策 の
下で ,研究者自身は最初 ,純粋に学問的興味わみで出発 していでも ,気がつい
てみると研究株制が政府の支配体制にす っか り組み込 まれてお り ,ひいては軍
事体制にまでひきずり込 まれ･るo とし､う不幸な結果も招 き-かねないことは ,過
去の歴史が実証 していることであり ,との為さとこそ ,科学者の自主性が尊重 さ
れなければならないのである｡
科学の国際協力は全世界的に行 うべきであることは豆療財でも唱 っているが
日米科学委員会は ,･米国 と'い う特定の一国との交流のみを保障 ･強化してい く








業が以 上述べてきたよ うな性格をもつ以 上 ,反対せざるを得ないO
現在の貧困な研究条件を改善 し .日永の科学研究を発展させて行 く為には ,
このような危険性をもった安易な道を選ぶのではな く ,科学者の主終隆が生か












(2) 昨年 10月の第 6回日米科学合同委員会で ㊥の部門の協力研究テーマと
して ｢固終物理｣が提案され ,まず ｢超高圧物性｣について換討され よう
として ｢固体物理｣が提案され ,-まず ｢超高圧物性｣について検討されよ
うとしていること｡
この時局に瞭 し ,事務局としては ,問題の重要性お ら ,全 国の支部に換封を要
請 したが ,多 くの支鰐か ら基太的に反対の東急が表明され ,それに基づいて4
月毎学会の折の総会において前記(I)の声明を採択 したO
二その後 ,計画の推進者の一人である永宮健夫氏と事務局の間で ,二 ,三度書







研究者及大学嘩会が ,反対 の声明を出し ,計画に協力 しない ,との態度を表明
したことである､.I(物理学会誌 ･6月号 ･'67年)





しか し ,同時に ,超高圧を強請せず ,固体物理全練における協力は .進めて
行 く必要があるとして ,日米科学委員会に次のような主 旨の勧告がされる予定
であるo (物小委に送 られた資料による)
㊥ 妓術ではな く科学 上の興味に基づいて協力を組織す るO (テーマとして
磁性 ,イオン結晶の格子欠櫨 ,結晶中の遷移金属イオン ,固体中の獲和現
象が 上げられている｡)
④ 両国の実験 ･理論の分野で広い見地をもつ指導的な学者 4- 6名より成
る永続的なパネルを設ける｡
㊥ トピ ックをきめ ,両 国から 10人程度の学者でセミナ グーJL,-プを構成す るo
④ セ ミナーグループの目的は
(a) 各分野での最近の動 きを分析し ,実 りの多い方向を打出すO
(b) 特定の個人 またはグJL,-プ間の共同研究を準備す るO
最近 ,5月28日の物小委ではこのような状況を迎えている ｢日米科学協力｣
について議論がなされた｡参加 した若手グループ会員の報告によると ,先ず '
永宮 ･小谷 (日米科学合同委員)両氏 より日米香について説明がなされ ･その
級 ,委員長が賛成 ･反対 ･条件付賛成等の立場を明らかにしたいと述べて討論
に入 ったo主な意見をあげてみると ,










o 日米に入るか人 らぬかで研究者の間に格差が生 じては困る｡
など ,種々の意見が述べられ ,討論は時間的な制約により打切られた｡ 結局 ,
結論は出ず ,引続き秋に換討することにな U,た.
このように . ｢同体物理における日米科学協力｣は ,超高圧の中止によって
解消されたのではなく ,逆に ,日太の固体物理 全体が ｢日米協力｣に組み入れ
られようとしているとい う重大な情勢を迎えている｡我々は ,日太の物性研究
の将来にかかわる問題 として ,注意の目を一瞬たりとも怠 ってほならないだろ
う ｡
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